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論 文 内 容 の 要 旨

我が国 においては、犯罪の実行 に着手 したに もかかわ らず、 自己の意思 によりそれを中止 した

場合には、必要的減軽又は裁量的免除に処す ることが認あ られている(刑 法43条 但書)が 、 ドイ

ツやフランスにおいて は、不処罰 とされる。本論文 は、この中止未遂規定 の存在根拠及び体系的

地位(中 止未遂 の本質)に 対 して、 ドイッ刑法理論(立 法、学説及 び判例)な どを も参照 しなが

ら本格的な考察を加えている。

旧来、中止未遂 に対する減免にっいては、犯罪論体系上、未遂犯の違法性 もしくは有責性或 い

はそれ ら両者が減少 ・消滅す るために減免 され得 ると説 く 「法律説」に対 して、刑事政策 的理 由

により減免 され得 るものとす る 「刑事政策説」が有力 に主張 されてきた。本論文 は、中止未遂 の

成否の判断 において刑事政策的考慮が有用 な判断材料た り得ないので はないかとの問題意識か ら、

刑事政策説 を批判的に検討 した上で、中止未遂 の本質 と整合性を有す る中止未遂 の成立要件の解

釈 を提示することを 目的としている。

本論文 は、まず第一章 において、問題の所在及 び考察の視座 ・方法を示 した上で、第二章 にお

いては、刑事政策説の理論的系譜を、我が国における旧刑法下 の学説 や、 これ に対 して少 なか ら

ぬ影響 を及ぼ した ドイツ及び フランスの理論を素材に して探求 している。そ こでは、中止未遂 を

犯罪論体系の内部 において説明することの困難 さを自覚する、いわば消極的な刑事政策説が支持

を集めていた との傾向を指摘 した上で、 とくに ドイツにおいて は、中止未遂をめ ぐる議論が中止
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未遂 と未遂犯 との関係の解明に重点を置いてきた状況が、 フォイエルバ ッハを中心に して理論 史

的に実証的に跡付 けられている。

第三章 においては、 ドイッの判例理論 における刑事政策説の系譜 と最近の動向にっき綿密な考

察 を加 え、そ こで は、刑事政策説が司法実務において果た してきた役割にっ き、帝国裁判所以来

ドィッの判例が、中止未遂の成否 を判断す る際に刑事政策説を採用 してきた との結論 を導出 して

いる。なかで も第三節以下では、中止未遂論において極めて重要 かっ難解 な論点であり続 けて き

た問題、例えば、行為者が当初の行為目標を達成 したとの理由か ら更 なる行為を中止 した場合 に

中止未遂 の成立を認め得 るか否か という問題、並 びに、行為が失敗 に終わった ことか ら中止 した

場合及び行為者が失敗 したと考えて中止 した場合(い わゆる失敗未遂の事例)に 中止未遂の成立

を認め得 るか否か という問題に対 して、詳細 に分析 ・検討を加え、その結論 として、妥 当な解釈

を導 こうと努力 してきた判例の姿勢 をある程度評価 しっっ も、その解釈 の中に刑事政策的考慮 を

ス トレー トにとり入れようとす る見解に対 しては、成立要件 自体の解釈 と刑事政策 的考慮 とを峻

別すべ きであるとの基本的立場か ら理論的に根本的な疑問 を呈 している。

第四章 においては、中止未遂 の各成立要件、並びに中止未遂 の成否 と量刑 との関係を問題 に し

なが ら、中止未遂をめ ぐる我が国の判例 の状況を分析 している。そこで はと くに、我が国 の判例

において中止が刑の量定にいかなる影響を及 ぼしているかが明 らかにされ、 また、それとは逆に、

量刑 の基準を中止未遂 の成否の判断 に安易に持 ち込む ことの問題性が指摘 されている。

最後 に、終章である第五章 においては、刑事政策説 を中心 とする従来の中止未遂論に対す る批

判的立場を基礎 に据えなが ら、筆者独 自の、犯罪論体系内における中止未遂の法律的構成が模 索

されている。そ こでは、従来の議論が、中止未遂論における刑事政策の実体 と中止未遂成立要 件

との関係を厳密 に把握 して こなか ったために、中止未遂 の成否の問題 と減免 のいずれを選択す る

か という刑事政策的問題 とを混同する傾向にあ った ことが鋭 く指摘 され、更に、 この混同を避 け

た上での中止未遂論の在 り方が提示 されている。それは、中止未遂の成立根拠すなわち必要 的減

軽の根拠 としては、先行す る未遂 と中止行為 とを一体の もの と捉 えた上で、全体の中止行為の違

法及 び責任の減少を論 じ、他方、減軽にす るか免除にす るかの判断段階においてのみ全 ての量刑

事情 を甚斗酌 した刑事政策的考慮を払 うべ きであるとするものである。筆者 は、それによって、成

立要件 の解釈に対す る刑事政策的考慮の有害な影響 の排除 と、減免の判断 における十分な刑事 政

策的配慮 がなされ得 るもの としている。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨

旧来、我が国 における中止未遂論 は、論理的に必ず しも精密 とは言 い難 い中止未遂 の本質(存

在根拠)論 と、「自己の意思」によったかどうか という任意性 の要件の議論 を重視す る傾向にあっ

た。 それに対 して、筆者 は、以前発表 した修士論文 において、「中止」行為 の要件 に関 す る問題

(と くに終了未遂 と未終了未遂 との区別の問題)の 重要性を説 いたが、 その鋭 い問題意識 を中止

未遂論全体 に及 ぼ したのが本論文である。本論文 は、中止未遂の各成立要件及び減免根拠 との関

連 を明確 に意識 しなが ら、 とくに我が国及 び ドイツにおける立法・学説・判例の極めて綿密な分析

と透徹 した洞察 を通 して、従来 さほど緻密 な検証に付 されてこなか った刑事政策説の実体 とその

限界 という根本的 な問題 に対 して肉迫 した労作であると言 ってよい。

まず、一 において既 に紹介 したよ うに、本論文 は、我が国及 び ドイッにおける中止未遂 に関す

る学説 ・判例をほぼ網羅的 に渉猟 し、それ らに対 して、綿密かっ明快 な分析 と批判的総括を加 え

ている。その論埣 は極 めて誠実かっ的確である。第二 に、本論文 は、中止未遂 におけるいわゆ る

刑事政策説 の展開 を細密 に分析 し、フォィエルバ ッハを礪矢 とす る刑事政策説 にも様 々な内容 も

のがあることを厳密に分析 ・提示 し得 た点 において、更 には、 ドイッ判例 における中止未遂論 に

つき、我が国で は初めて体系的に整理 し全体的概観 を与えた点において、従来 の我が国の刑法学

界 の水準を凌駕す るものであると評価で きる。第三 に、本論文の主張す る実践的提言 も、中止未

遂論に曖昧なままに安易に刑事政策的思考を持ち込 もうとする我が国の学説 の最近の傾 向に対 し

て鋭 く警鐘 を打 ち鳴 らす ものと して有益である。第四に、中止未遂の成立要件の問題 と減免 の選

択の問題 とを峻別すべ きであるとの本論文の主張 は、理論的 に厳密かっ的確であり、また、先行

する未遂 と中止行為 とを一体 として考察すべきであるとする根拠 も極めて示唆に富む。これ らは、

従来の中止未遂論を打破 し新 たな地平を拓 き得 るものであると言 ってよい。 もっとも、本論文 に

おいて提示 された筆者の試論 には、先行する未遂 と中止行為 とを一体 として捉 える根拠などの点

において、若干の理論的な脆弱 さが看取 されることは否めない。例 えば、Jakobsの 見解 に対 し

て も、本来 な らば徹底的な批判的検討が加 え られ るべ きであったろう。 また、 「具体的 な危険 の

消滅」 による違法減少説 も、 とくに未終了未遂における中止 をめ ぐり未だ問題を残す ものと言 え

よ う。今後、筆者の一層 の理論的深化が望 まれる所以である。 しか し、 このことは、本論文 の現

在的な学問的意義 を何 ら損 なうものではない。上述 したように、現在の刑法学界の水準か らみて、

本論文 に、学界に禅益す るところ大な るものがあることは疑 い得ないか らである。 また、筆者 が

若手研究者 と して今後 とも本論文 に見 られるような本格的な研究を続 けることによ って、刑法学

の発展に大 いに貢献 していくであろ うことは想像するに難 くない。

以上 によ り、本論文 は、博士(法 学)の 学位を授与 され るに値す るものと認め られ る。
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